









 本論文では，南東アラスカのグレイシャー・ベイ Glacier Bay にあるフーナ・トーテム・コーポレーション Huna Totem 
Corporation (HTC)の観光開発について分析している．HTC は「1971 年アラスカ先住民の請求にもとづく継承的不動産設定
法 Alaska Native Claims Settlement Act」によって設立されたコミュニティ会社である．本研究によって，つぎのような点
が明らかになった；HTC は，2004 年に大型クルーズ船の寄港地となることによって，観光事業に参入した．そして，今日
順調に発展をみ，年間に平均で 13 万人ほどがフーナ・コミュニティを訪れている．この観光事業によって，シーズン中（5
月～9 月）に年々100 人ほどの雇用を創出している．2015 年には，大型クルーズ船着岸用の浮桟橋が建設されて，2016 年の
シーズンには供用される予定である．これによって，旅客は小型船に乗り換えて上陸する必要がなくなり，利便性が高まる．
HTC はフーナ・コミュニティ出身者，かつ／または先住民のひとびとの雇用を積極的に進めている．しかしながら，フーナ・







不動産設定法Alaska Native Claims Settlement Act of 1971; ANCSA」
にもとづいて 1973 年に設立された先住民のひとびとのコミュニ
ティ会社である．この株式会社は，フーナ・コミュニティHoonah 







ー・ベイ国立公園Glacier Bay National Parkの南に隣接している．


































も有数の海岸氷河地形と，ラッコ sea otter や南東アラスカで夏期
を過ごすザトウクジラ humpback whale などを見ることができる．
かつ，オヒョウhalibutやサケ類の釣りも可能である．また陸上で












工場Hoonah Packing Company Canneryが開かれたアイシー・スト
レイト・ポイント Icy Strait Pointであった．幾度か持ち主の手を替
えてきたが，HTC は 1996 年にこれを入手した．2001 年には観光
事業開始の式典が開催され，翌2002年には，ポイント・ソフィア





(Cerveny, 2007: p.70; ISP, 2015)． 
2003 年には，HTC は元プリンセス・クルーズ Princess Cruises
の管理職であった人物(Donald J. Rosenberger)を役員に迎えた．こ



























表 1．にみるように 2000 年にジュノーJuneau(州都)を訪れたク














表 2．アイシー・ストレイト・ポイント ISPへの寄港客船数・訪問者数およびISPでの雇用者数の推移 
年 寄港客船数 1) 訪問者数 雇用者数 
2004 32 - 100 
2005 36 - - 
2006 71 130,000 125 
2007 80 160,000 1193) 
2008 58 128,000 - 
2009 69 134,000 more than 100 
2010 64 130,625 more than 100 
2010 73 - more than 100 
2012 63 - approximately 100 
2013 692) - approximately 100 
2014 - - approximately 100 
10 years total (2004-2013) 615 1,348,032 - 
資料：各年のSUおよびHTHによる． 
1）「寄港客船数」は，ISP (2015)による． 





















右されながらも，年に 60 隻から 70 隻ほどとなっている．年間訪
問者数の推移は，データを欠く年が多いが、平均値でみると年間
13万人あまり，となっている． 
この訪問客を迎えて，年におよそ 100 人ほどが ISP に雇用され
ている．雇用期間は，クルーズ観光の始まる 5 月初旬頃から，シ






ため，この数値は参考までのものである(HTH, July 2011: p.3)． 










者数 122人についての数値である；引用者）」（HTH, October 2006: 
p.1）． 
さらに，この観光業によるフーナ市の財政収入への寄与が 110




Commercial Passenger Vessel Excise Tax」が徴収されており，そのう
ちから各寄港地に旅客1人あたり 5ドルが配分されている．  
制度変更がおこなわれた2012財政年度以降の消費税額は，原則
的に乗客 1人あたり34.5ドルである（ただし，ジュノーとケチカ
ンKetchikan寄港旅客に対しては49.5ドル（HTT, June 2010: p 3））． 
そして，上記のフーナ市への配分総額は，2012財政年度には63
万 6千ドルへと減少している(DCCED, 2014: p 3)． 
また，市の財政収支の資料も入手できていないため，その詳細
も不明であるが，2009年 ISP からの売上税収入は，32万 7千ドル








具体的な配当額であるが，2002 年の配当総額が 70 万 6 千ドル
で，2014年は 112万 3千ドルであった．この配当額も景気変動に
大きく左右されざるをえないが，2014年でみると，株主1人当た





















船上での仕事は，具体的には「プログラムの 2人（James Jack, Sr.
とCarolyn Martin）は，2004年の 1年間で92日のプレゼンテーシ
ョンをおこなう」というもので，「2005 年には 111 日を予定して















































（約 1,600m），最大速度時速60マイル（ほぼ 100km）である(HTH, 






ねたバーBar & Grillも開業した(HTH, July 2011: p.1)． 
以上のような努力の成果もみられる．たとえば，2007年には ISP
はアメリカ合衆国商工会議所から小企業活動ブルーリボン賞Blue 
Ribbon Small Business Award に選定された． 







ている」というものであった(HTH, May 2007: p.1; HTH, December 
2008: p.1)． 
さらに，2007年にはアラスカ州政府・商務省の旅行業助言支援
プログラムTourism Mentorship Assistance Programに参加すること
になり，先住民企業のアスナ地域会社 Athna Native Regional 
Corporation が観光業に新規参入するのを支援することになった















の最終的な出資額は不明である(HTH, March 2015: p.1; HTH, 
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